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ヒューマン ･リソース会計における
個人価値説と人的組織価値説































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































に兄い出すことができる (カール .マルクス著,向坂逸郎訳 F資本論 ･第-
巻j岩波書店,1973年,45-61頁参照)｡
10) 蔦村剛雄著 F資産会計の基礎理論』中央経済社,1976年,195頁｡














16) あとの2つは,｢協同-の意思 (wilingnesstocO-operate)｣と ｢コミュニ
ケーション (communication)｣である (ibid,p.82.)0
17) R.Likert,op.°it.,p.146.(三隅二不二訳 前掲書,186頁)｡
18) 若杉明著 前掲書,51-55頁｡
なお,そこでは,会計上の資産概念一般の属性 (要件)として,①所有性,
②将来効益性,③対価支払性および④貨幣的評価可能性の4つをあげ,人的
資源を個人価値とみなした場合でも,また,人的組織価値とみなした場合に
も,ともにこれら4要件を充たし得ると論述されている｡
19)R.Likert,op.°it.,p.137.(三隅二不二訳 『経営の行動科学』ダンヤモンド社,
1962年)を参照のこと｡
20) 若杉明著 前掲書,121-129頁参照｡
21) 現業部門については個人の貢献度を測定することができるとはいえ,正し
くは,特定の生産部門あるいは販売部門で産出された結果 (生産量,販売量
など)は各個人が単独で産出したものではなく,当該部門での全体的な物的
組織人的組織の中で,各人がその一部となって自己に与えられた職責を果た
すことによって産出されたものである｡従って,厳密にいえば,たとえば,
1個の完成品価値の全部ではなく,その何分の1かが当該個人の産出した橿
済価値ということになると考えるべきである｡
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